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「三田学会雑誌」84巻3 号 （1991年10月）

家計の労働供給の計量経済学的モデル 

とその検証 

宫 内 環
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結論

1 論

この稿では家計の各構成員の雇用機会の受諾または拒否の選択の確率を叙述するモデルの，具体 

匕および検証の結果について報告する。

労働供給の計量経済学的分析の歴史において， Frisch (1932) は効用関数を特定化して限界効用 

の測定をおこない，所得税の労働供給に与える影響を計量的に分析する方法を初めて示した。一方， 

Douglas (1934, pp. 279-294)の横断面分析では，特定の家計構成員の層について，家計の所得水準 

の高低によりその労働供給が変化することが観察された。この観察事実は，家計構成員の労働供給 

行動は必ずしも独立ではなく，従って労働供給の分析には家計の概念を導入する必要性のあること， 

を示唆している。Mincer (1962)はライフタイム仮説を導入し，女子の一生の期間における総労働
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時間の選択の図式を示した。これに対し， Heckman (1974)は， “reservation wage”の概念を用

いて，単位期間における女子の就業- 非就業の選択，及び労働時間の選択を同時に叙述した。これ 

ら二つの分析の理論構成上の特徴は，供給主体は効用最大化によって連続的に労働時間を選択する 

と考え，従って労働供給の単位が“man-hour” または “hour” であるという点である。 更に，有 

業率方程式を誘導形方程式として特定し，これに対応する構造方程式を陰伏的に想定する点も分析 

上の特徴である。一方，小 尾 （1969a，1969b, 1979),樋 ロ （1981),松 野 （1988)においては，家計の 

核所得者，非核所得者の概念を陽表的に導入し，非核所得者の就業-非就業の選択の確率を叙述す 

る。これらの特徴は，第一に，家計の所得- 余暇の効用関数を構造方程式として特定し，そこから 

誘導形方程式を導いて就業- 非就業の選択の確率を叙述する。第二に，一年の単位期間では雇用機 

会の労働時間は需要主体によって指定されているという仮説のもとに，効用最大化のための労働時 

間の選択が，就業 - 非就業の選択という形で， 非連続的に行われ，このために労働供給の単位が 

“man” である。以上ニ点が， Mincer, H eck m anらの分析と異なる。人員単位の非核所得者の労 

働供給について，小 尾 （1969b, 1979)は雇用機会， 内職を含む自営機会の就業-非就業の選択の図 

式を示し，樋ロ，松野は，複数の雇用機会の就業- 非就業の選択の図式を示した。従来のこれらの 

分析には，家計単位の効用関数が用いられてきたと理解される。

この稿では，家計を夫婦家計に限定し，核所得者，非核所得者の概念を導入せず，夫と妻の各々 

の所得 - 余暇の効用関数を明示的に設定して，夫および妻の雇用機会への就業-非就業の選択を叙 

述するモデルを示す。このモデルには，「家計構成員は個々に所得 - 余暇の効用関数を持ち，その 

効用関数に表れる所得の変数に， 当該家計の所得総額が代入される。」という仮説が導入され，こ 

れによって各構成員は家計を形成すると考える。言い換えれば，家計の夫と妻は個々に所得-余暇 

の効用関数を持ち，個々の効用極大化行動，即ち各々の雇用機会への就業- 非就業の選択は，所得 

- 余暇についての制約条件を通じて相互依存的であるという仮説を，この稿では導入した。

2 二人家計の雇用就業決定図式

複数の構成員から成る家計のうち，二人の家計構成員から成る家計を取り上げ，そのうち多くの
( 2 )

観測資料が得られる一組の夫婦および15歳未満の不特定数の子供とから成る家計（夫婦家計）の夫
( 3 )

と妻の雇用就業- 非就業の選択のモデルについて述べる。夫婦家計に限らず，家計の構成員は潜在

注 C1 ) この仮説が示すように，家計の就業行動の決定の諸要因の中で経済学的に重要であろうと考えられ 

る金銭的要因，即ち所得を第一に取り上げてある。他方，家計行動のその他の諸側面，即ち心理学的， 

倫理的，人類学的，社会学的，歴史学的等々の諸側面は，このモデルにおいては家計構成員の余暇と 

所得に閨する無差別曲線の形に陰伏的に反映せしめられていると理解される。

( 2 ) 15歳未満の子供は制度的に雇用労働市場に参入できないので，労働供給行動において依存的関係に 

ある家計構成員についての考察の対象外とする。

( 3 ) この稿で示されるモデルは夫婦家計に限らず，一般に二人家計について検証可能である。
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的には雇用および自営の二種類の就業機会の就業- 非就業の選択を行っていると考えられるが，こ 

こでは雇用就業機会に限定し，夫婦家計の夫と妻の雇用の就業-非就業の選択の行動を分析の対象 

とする。雇用就業機会においては自営就業の場合と異なり，供給主体は自由に労働時間を選択でき 

ず，労働需要側によって労働時間は指定されていると考えられる。この場合，労働需要側が提示し 

た時間当たり実質賃金率と指定労働時間の組み合わせの雇用就業機会を受諾し就業するか，拒否し 

て就業しないかの選択を供給主体は行う。以下に示す図式は，夫婦家計の夫と妻が行う雇用就業機 

会の諾否の選択を叙述するものである。

2 . 1 夫と妻の所得-余睱の選好関数と制約式

夫婦家計には単位期間に非就業所得ム（実質額）が得られるとする。この家計の夫に対しては，1 

時 間 当 た り 実 質 賃 金 率 指 定 労 働 時 間 ^ ^ の雇用機会が需要者によって提示され，妻には時間 

当たり実質賃金率M；w，指定労働時間の雇用機会が提示されているとする。夫も妻も同一家計 

に属しているのであるから，非就業所得ムと夫や妻が雇用就業した場合の就業によって得る所得 

Whhnや の 合 計 の 実 質 総 所 得 ^ :は，夫によってのみならず，同時に妻によっても処分され 

る性質のものである。 一方，夫の余暇^ ^ と 妻 の 余 暇 は ，夫と妻とが同一家計に属していて 

も.，夫が妻の余暇を消費することはできないし，妻が夫の余暇を消費することもできない。即ち， 

夫の余暇は夫のみによって消費され，妻の余暇は妻のみによって消費されると考える。そこで仮説 

として夫婦家計の夫と妻は各々次に示す所得- 余暇の選好関数と制約条件を持つとする。

仮 説 1 『変数を次の様に定義する。

家計の実質総所得：Z  CX>0)

夫の余暇： ふ CO<yift< T )

妻の余暇： CO<Aw< T )

ただし，アは単位期間における個人の処分可能な総時間である。夫と妻の所得-余暇の選 

好 指 標 関 数 叫 と を

Q)h,=a)?'Cx, Ah\rV) ( i )

(ow=(ow<iX, Aw\ r iw) ( 2 )
( 5 )

とするo と/^は各々第纟夫婦家計 0 = 1 ，2 ,……， 《) の夫と妻の所得-余暇の選好

関 数 の パ ラ メ ー タ 一 べ ク ト ル で あ る 。

次に，変数を

注 （4 ) この稿では観測の単位期間を•一年としており，雇用就業の場合，一年間に労働の供給主体が，需要 

主体の要求する労働時間と大きくかけ離れて，自由に労働時間を選択しながら就業を続けることは困 

難であろう。この点についての詳細な議論は小尾（1 9 6 9 a )も参照。

( 5 )  またはの場合も考えられるが本稿では仮説としてこれらをゼロとした。
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家計の非就業実質所得：h

夫の雇用就業機会の

妻の雇用就業機会の

夫の労働時間：hh

妻の労働時間：hw

時間当たり実質賃金率：

指定労働時間： hh

時間当たり実質賃金率：

指定労働時間： Ew

夫が雇用就業しない場合：hh=Q 

夫が雇用就業する場合： hh=hh 

妻が雇用就業しない場合：hw=Q 

妻が雇用就業する場合： hm-hv)

と定義すると，制約条件は

X = I a~\~ wnhh+ Wwhw

Ah= T —hh 

Aw=  T —hw

ただし
h h = 0 またはhh=hh 

hw=0  または hw= hi。

( 3 )

( 4 )

( 5 )

である。』

( 3 ) 式 と C 4)式が夫の所得- 余暇の選好関数（1 ) の制約式で，（3 ) 式と C 5)式が妻の所得-余 

暇の選好関数（2 ) の制約式となる。これらの制約式を直接に選好関数に代入すると

^h=0)hQAJrWhhh+ Wwhw, T—hh\ri') ( 6 )

<ow=cow(_IA + whhh+ WvMw, T ~h w\ r i )  ( 7 )

f hh = 0 または hh=hh 
た だ し 1 一

[ hw = 0 または hw=hw

を得る。

(1 )，（2 ) 式によって示される選好関数は， 非就業所得 IA および夫と妻が潜在的に稼得する雇 

用 所 得 Wwhw の和である総所得ぶを共通に含んでいる。この事によって，夫と妻とは所得 

の変数を通じて一"^の家計を形成していると考えることができる。即ち，夫と妻は各々に固有の所 

得 - 余暇の選好関数（1)，（2 ) を持つが，夫の制約式（3)，（4 ) と妻の制約式（3)，（5) の両方に

( 3 ) 式が共通に入っているので，この意味において夫と妻の選好指標極大化行動は独立ではない。

2 . 2 夫と妻の雇用就業の組み合わせの選好順位

(6)，（7 ) 式に示す様に，夫の選好指標出れと妻の選好指標の水準は夫と妻の雇用機会の諾 

否の組み合わせによって，即ち労働時間hh, hw の値の組み合わせChh, h w )によって変化する。 

夫と妻の雇用機会の諾否の選択の組み合わせは全部で次の四通りである。
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A

T

hh

H

A u

T

hw
H'

—夫の所得-余暇選好場 

夫の指定労働時間 

m :夫の時間当たり実質賃金率

t a n a ：

X

—妻の所得-余暇選好場 

d' U 妻の指定労働時間

妻の時間当たり実質賃金率 

lanB=vOu,

X
o ' Ia

図 1 夫と妻の所得-余暇選好場と制約条件

( i ) 夫も妻も，どちらも雇用就業しない。 （如，/^ ) =  (0, 0)

( i i ) 夫は雇用就業し，妻は雇用就業しない。 （如，ん0 = ( ん 0)

© 夫は雇用就業せず，妻は雇用就業する。 （如，‘ ）= (0 , hw)

( iv )夫も妻もとちらも雇用就業する。 (Mh, hw)~Chhy hw)

これらを雇用就業の組み合わせと呼ぶことにする。雇用就業の組み合わせ⑴(ii)(iii)(iv)に関 

する夫の選好順位は，夫の所得 - 余暇の選好関数（6 ) に，雇用就業の組み合わせに対応した（/^， 

h w )の値を代入して得られる選好指標の値の大小によって定まる。言い换えれば，この選好順 

位は夫の所得- 余暇の無差別曲線の形状によって定まる。妻の選好関数（7) を用いて同様にして雇 

用就業の組み合わせ(i)(ii)(iii)(iv)の妻の選好順位を定めることができ，この選好順位は妻の所得-余暇 

の無差別曲線の形状によって定まる。

所得 - 余暇の選択に関する制約式（3), (4 )，（5 ) を図によって示すと， 因 1 の様になる。 横軸 

は夫と妻の共通の所得X を表し，縦軸は夫と妻の各々の余暇Ah，Au,である。上の座標平面は夫 

の所得 - 余暇選好場を示す。縦軸の r 点および / 点に注目すると線分5 の長さ，線 分 の 長  

さがそれぞれ処分可能な総時間T を表す。夫に対して提示された指定労働時間Rh と時間当たり実 

質賃金率wh の組み合わせの雇用機会は，線分冗 "または線分3 によって示される。線分ぶ お
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よび線分0 が垂線となす角度はa で tan a = W hである。他方，妻に対して提示された指定労働 

時 間 匕 と時間当たり実質賃金率の組み合わせの雇用機会は，線 分 I および線分d に 

よって示される。線 分 お よ び 線 分 7 W が垂線となす角度は邑であり， tan ^ = w w である。 

⑴夫も妻も雇用就業しない時[(如，1 )  =  (0, 0 ) ]，夫は c 点に位置し，妻はゴ点に位置する。 b 

点，ゴ点を通る水平線がAh 軸と交わる点を及点とすると線分7 E の長さが夫の指定労働時間hh 

である。同様に b 点，d ' 点を通る水平線が軸と交わる点を / T 点とすると 7 I T の長さが妻 

の指定労働時間nw となる。（ii)夫のみ雇用就業する場合K hh，匕 ト … ，0 ) ] は，夫はみ点，妻は 

c’ 点に位置し，（iii)妻のみが雇用就業する場合 [Chh，hw) =  (0, hwy \ は，夫は c 点，妻 は V 点に位 

置する。（iv)夫も妻も雇用就業する場合Kkh，hw') =  (,hh, D ] は，夫はJ 点に位置し，妻 は d' 点 

に位置する。夫と妻の選好関数（1)，（2 ) には，夫と妻とに共通の変数，即ち総所得I が入ってい 

るので，図 1 に示した選好場においては，夫と妻の位置の横軸の座標は常に互いに等しい。

所得 - 余暇の選択に関する制約式（3 )，（4 ) によって，夫は図 1 の点 a, b, c, d のいずれかを選 

択することが可能である。これらの点の座標によって示される所得-余暇の組み合わせの夫の選好 

指標は，夫の所得- 余暇の選好関数（6 ) によって計算する事ができ， 従って夫は点a、b, c, d に 

選好順位を付与することができる。この選好順位が雇用就業の組み合わせに関する夫の選好順位に 

他ならない。妻についても同様に，所得 - 余暇の選択に関する制約式（3), ( 5 ) によって，妻は因 

1 の 点 a，, b\ c\ d のいずれかを選択することが可能で， 妻の所得 - 余暇の選好関数（7) によっ 

て，妻は点ム br, c ' d に選好順位を付与することができる。そしてこの選好順位が雇用就業の組 

み合わせの妻の選好順位である。

夫と妻のこれらの点に関する選好順位は夫と妻の所得-余暇の無差別曲線の形状によって定まる

と言い換えても良い。四つの点 a, b, c, d または a', b\ c\  d ' の順列は全部で4! = 2 4 通りである

が，所得の限界効用および余暇の限界効用が正，無差別曲線は原点に対し凸であるという制約の下

では，雇用就業の組み合わせ(i), (ii), (iii), (iv)の選好順位は，全部で6 通りとなることが明らかとな
( 6 )
る。雇用就業の組み合わせの夫の選好順位は，図 1 の四つの点a，b, c, a を通る無差別曲線の選好 

指標 K ,  < ,  < ,  < の値によって示す。妻の選好順位は，図 1 の点 a', b\ c', d' を通る無差別曲線 

の 選 好 指 標 c^'，aC，a ^ の値によって示す。これらの所得-余暇の選好指標と夫と妻の雇用就 

業 - 非就業の選択との関係を表1 ，表 2 の様にまとめることができる。選好指標の値は序数的であ 

り，小さい順に1，2, 3, 4 の値をとるものとし，より大きい選好指標の値がより選好されるとする。

表 1 夫が得る選好指標の値  表 2 妻が得る選好指標の値

妻
夫

非就業 就 業

非就業 Oil 0) h

就 業 0) 1 0) i

妻
夫

非就業 就 業

非就業 (Ow Oiw

就 業 CD w

注 （6 ) 詳細は宮内（1991)を参照。
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表 1 ，表 2 の選好指標のみを取り出し並べたものを，各々夫および妻の選好指標行列w a = i ，2, 

……，6 )，4 ( / = 1 ，2 ,……，6 ) と 呼 び お よ び 4 の右上添字 k, I は，雇用就業の組み合わせ 

の 6 通りの選好順位を示す。

表 3 の左列には，夫の選好指標行列心U = l，2 ,……，6 ) を，右列には妻の選好指標行列< ( / =

1，2 , ……，6 ) を示した。雇用就業の組み合わせの夫または妻の選好順位を，以後は，夫または妻 

の選好指標行列4 U = 1 ，2 ,……，6 )，n l Q = \ ,  2 ,……，6 ) を用いて記すことにする。

表 3 夫と妻の6 通y の選好指標行列

夫および妻の選好指標行列は，各々表3 に示された：̂a = = l，2, .......，6 )，ttLCト h  2，.......，6)

ですベての場合を尽くしている。ただし，w J ih> w J i w である限り，妻の選好指標行列4 は，妻 

の選好指標行列の集合から排除され，逆に，肌 K 他 L である限り， 夫の選好指標行列4 は，

夫の選好指標行列の集合から排除される。

2 . 3 夫と妻の保証所得

夫の保証所得V L 妻の保証所得K を定義する。夫の保証所得 I I とは，夫が雇用就業しなく 

ても得られる家計の総所得である。 家計の非就業所得ム，妻の雇用機会の時間当たり実質賃金率 

W w と指定労働時間h w を用いると，夫の保証所得は，

と示される。他方，妻の保証所得れとは，妻が雇用就業せずとも得られる家計の総所得である。 

家計の非就業所得ム，および夫の雇用機会の時間当たり実質賃金率wh と 指 定 労 働 時 間 を 用

注 （7 ) 選好指標行列と無差別曲線群の形状との対応につI 、ては宮内（1991)を参照0
( 8 ) 詳細な議論は宮内（1991)を参照。

妻 が 雇 用 就 業 す る 時 I 0h =  lA +  wwh 

妻が雇用就業しない時VL =  1a
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いると，妻の保証所得は，

夫 が 雇 用 就 業 す る 時 1奚= ム+  10/1石/1 

夫が雇用就業しない時n = L  

と示される。以上をまとめると

I l  =  lA+Wwhw Chw= 0  または hw=  D  ( 8 )

11 =  Ia +  Whhh (A/i=0 または hh=Rh)  ( 9 )

となる。

2 . 4 雇用就業の選択行動

次に，夫と妻は，自分の雇用就業，雇用非就業の決定を，2 . 3 節で導入された保証所得の概念を 

用いて，次に示す仮説に基づいて行うとする。

仮 説 2 『夫の保証所得れのもとで，所与の指定労働時間^„ 時間当たり実質賃金率 

wh の組み合わせの雇用機会に， 就業しない時の夫の選好指標をc< ， 就業する時の夫の 

選好指標を <  とすると

< = ( o ha i  T \ r D  

o>l=o}hO l  +  Whhh, T —hh\r i ' )

である。夫 は な ら ば 雇 用 機 会 を 受 諾 し て 就 業 す る が ，⑴ な ら ば 雇 用 機 会 を  

拒否して就業しない。

一方，妻の保証所得のもとで，所与の指定労働時間^^時間当たり実質賃金率 

の組み合わせの雇用機会に，就業しない時の妻の選好指標を <  就業する時の妻の選好 

指標を⑴しとすると，

(oi=o)w(^ii, t  ir i.)

—⑴wClw+ tVwhw，T  hw 1T1

である。妻は < < 妃ならば雇用機会を受諾して就業するが，C O X ならば雇用機会を
( 9 )

拒否して就業しない。』

この仮説に示される雇用就業， 非就業の選択の行動を，「雇用就業の選択行動I 」と呼ぶことに 

する。「雇用就業の選択行動I 」に従って夫と妻とが行う選択を，夫の選好指標行列が：r i で，妻 

の選好指標行列が4 である場合についての例をとりあげて示してみよう。

注 （9 ) 夫も妻も自分の保証所得，時間当たり賃金率，指定労働時間のみの情報により，より高い選好指標 

を得るように，就業- 非就業の選択を行うことを意味する。
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4 と 4 とから，雇用就業の組み合わせ⑴，(ii), (iii), (iv)の各々の場合における，夫と妻の得る
(10)

選好指標の値の組み合わせが表4 に示される。

表 4 夫と妻が得る選好指標の値

妻
夫

非 就 業 就 業

非 就 業 (1，1) (3，2)

就 業 (2，4) (4, 3)

表 4 の （ ）の中の二つの数字は， 1 番目は夫の得る選好指標の値を示し， 2 番目が妻の得る選 

好指標の値を示している。 夫の選好指標行列心（左= 1，2 , ……，6 ) と，妻の選好指標行列4 ( / =  

1，2 ,……，6 ) とから作られる，夫と妻の選好指標の値の組み合わせの表を，選好指標表 IIトKk， 

1 = 1 ,2 , ……，6 ) と呼ぶとする。 表 4 の夫と妻の選好指標の値の組み合わせは， 4 と ；̂とによ 

り得られるので，この場合の選好指標表は17ト3 である。

' (1，1 ) (3, 2 ) 1
771_3 =

. (2, 4〕 （4, 3) _

「雇用就業の選択行動I 」で叙述される夫と妻の雇用機会の諾否の選択は，選好指標表における

夫 （妻）が当面した選択肢のうち，夫 （妻）自身がより高い選好指標を得られる方を選ぶ行動とし

て叙述される。表 4 の表側，表頭に着目すると，夫が選好指標表77卜3 の同じ列に属する2 組の選

択肢，即ち /71—3 の第 1 列に属する（1，1 ) と （2, 4 ) の選択肢の組か，または第2 列に属する（3,

2 ) と （4, 3 ) の選択肢の組の，これら2 組の選択肢のうちのただ1 組に当面する。 夫が選好指標

表 /I 1-3 の 第 1列に属する選択肢の組に当面するならば，（1，1 ) よ り （2, 4 ) を選び，第 2 列に

属する選択肢の組に当面するならば，（3，2 ) よ り （4，3 ) を選ぶ。 ここで注意するべきは，夫が

選好指標表 /71—3 の第 1 列の選択肢に当面するのか，或いは第2 列の選択肢に当面するのかは，も

っばら妻の就業- 非就業の選択に依存する，という点である。

以上の，選好指標表 IP-3 を用いた，夫の雇用機会の諾否の選択についての叙述は，妻の雇用機

会の諾否の選択についても類推的である。夫の場合と異なるのは，妻が当面する選択肢は，選好指

標 表 77レ3 の同じ行に属しているという点である。妻がどちらの行に属する選択肢に当面するのか

は，もっぱら夫の雇用就業，非就業の選択に依存する。

選好指標表がa 1-3 の時，夫と妻が「雇用就業の選択行動I 」に従って雇用機会の諾否の選択を

行うと，あるところで夫と妻が同時に，自分の選択を変更しないということが起こるであろうか。

結論のみを示すと，夫は自分に対して提示された雇用機会を受諾し，妻は雇用機会を拒否する場合
(ii )

にのみ，夫も妻も_ 分の行った雇用機会の諾否の選択を変更しないことがわかる。雇用就業の組み

注 （1 0 ) 選好指標の値は'序数的であるので，夫の選好指標の値と，S の選好指標の値との大小の比較はでき 

ない。

( 1 1 ) 詳細な議論は宮内（1991)を参照。
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合わせが，（ii)夫が雇用就業し妻は雇用就業しない，の時には夫は選好指標表；71-3の第 1 列 の （1， 

1 ) と （2, 4 ) とに当面し，夫は選好指標の値1 より選好指標の値2 を得るために， 提示された雇 

用機会を受諾し続ける。一方，妻は選好指標表 / 7卜3 の第2 行に属する選択肢（2, 4 ) と （4，3) 

とに当面するから，選好指標の値3 よりも選好指標の値4 を得るために，この妻は提示された雇用 

機会を拒否し続ける。この時，選好指標表 /7卜3 について夫は（2, 4 ) を選択し，妻 も （2, 4) を 

選択し，この時夫と妻の選択は一致している。即ち，表 4 に示される選好指標表 /71- 3 のもとでは， 

雇用就業の組み合わせが，（ii)夫が雇用就業し妻は雇用就業しない，の時にのみ夫と妻は自らの行っ 

た雇用機会の諾否の選択を変更しない。そして，（ii)以外の雇用就業の組み合わせにおいては，夫ま 

たは妻の少なくとも一方が，自分の雇用機会の諾否に関する選択を変更することによって，自らの 

所得 - 余暇の選好指標をより改善する事ができるので，それが可能な者が自分の雇用機会の諾否に 

関する選択を変更するのである。このことは表4 の選好指標表 /71—3 のもとでは，当該家計の労働 

供給が，夫が雇用就業し妻が雇用就業しないという雇用就業の組み合わせに決定されることを意味 

すると考えてよい。

以上の様に，企業によって提示された時間当たり実質賃金率と，指定労働時間とを所与として， 

夫と妻が「雇用就業の選択行動I 」に叙述される様に行動した結果，選好指標表についての夫と妻 

の選択が互いに一致し，この選択が変化する誘因が無い時，その一致した選好指標の組み合わせを 

「雇用就業の選択行動I 」 の解と呼び， これを « • ，W ) と表すことにする。更 に 「雇用就業の 

選択行動 I 」の解がただ一つのみ存在する場合に限り，当該家計の雇用就業の組み合わせが決定す 

る，と呼ぶことにする。

選好指標表 IT1-3 の下では，「雇用就業の選択行動I 」の解は，o r ，0 ^ )  =  (2, 4) のただ一つ

限りで，従って当該家計の雇用就業の組み合わせが(ii)夫は雇用就業し，妻は雇用就業しない，に決

定する。しかし，選好指標表 /7卜3 と異なる選好指標表のもとにある他の夫婦家計においては，「雇

用就業の選択行動I 」の解が複数個存在する場合もあるし，解が存在しない場合もある。結論のみ

を示せば， 選好指標表n 2_3, /73- 2 に は 「雇用就業の選択行動I 」の解が存在せず， 選好指標表

n 3~3 に は 「雇用就業の選択行動I 」の解がニ個存在する。これらの場合には，家計の雇用就業の

組み合わせは決定しない。 しかし，これら以外の選好指標表には「雇用就業の選択行動I 」の解
( 1 2)

o r ,  がただ一つ限り存在する。

「雇用就業の選択行動I 」の解が示す夫と妻の選好指標の両方が，選好指標表に含まれる解以外 

の選好指標の組み合わせよりも小となる場合がある。 例えば， 選好指標行列が夫はパで妻は 4  

である場合，選好指標表 7Z4-4 は

(2, 2) (4，1)

(1，4) (3, 3)

となり，「雇用就業の選祝行動I 」の解は，唯一

774 (10)

注 （12) この結論についての詳細な議論は宮内（1991)を参照。
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(a>r，0 (2, 2) (11)
である。しかし，（1 0 )式の選好指標表 /74- 4 によれば，夫も妻も雇用就業するならば，共に選好指 

標の値3 を得ることになり，この選好指標の値3 は （1 1 )式に示される「雇用就業の選択行動I 」 

の解における夫と妻の各々の選好指標の値2 より大である。それにもかかわらず「雇用就業の選択 

行動 I 」の唯一の解が（3, 3 ) でない理由は， 「雇用就業の選択行動I 」においては夫も妻も，互 

いの雇用就業- 非就業の選択に追随して自らの就業，非就業の選択を行うからである。そこで夫と 

妻の雇用就業の諾否の選択に関する行動について以下の仮説を付け加えることにする。

仮 説 3 『「雇用就業の選択行動I 」の 解 « • ， が存在し， この解に対応する就業，.

非就業の選択を夫と妻とが同時に変更した時に，夫と妻が得る選好指標の組み合わせを 

(.col, <W*)とする。この時，

(12)
(ol* <0)1 (13)

が同時に成立するならば，夫 は 選 好 指 標 の 値 を ，妻は <  をそれぞれ得る様に，夫と 

妻は協力して「雇用就業の選択行動I 」の解に対応する夫と妻の就業，非就業の選択を同 

時に変更する。』

仮説3 に基づく選択行動を「雇用就業の選択行動n 」と呼び，（1 2 )式，（13) 式を同時に満足す 

る o l  c o i)を o r ，c o n と書き直し，これを「雇用就業の選択行動n 」の解と呼ぶことにする。 

( 1 0 )式に示した選好指標表I p -4 については，「雇用就業の選択行動I 」の解は（2, 2 ) であるが， 

「雇用就業の選択行動n 」の解がこの選好指標表には存在し，o r ，W ) = ( 3 ,  3) であることがわ 

かる。以上の考察から，「雇用就業の選択行動n 」の解が存在する場合に限り，「雇用就業の選択行
_  (13)

動 I 」の解は安定的でなく，前者の解 o r ，w ) が安定的であると考える。「雇用就業の選択行動

n 」の 解 o r ,  c o i )について結論のみを示せば，選好指標表 /z4- 4 の他に，が - 4, ；74- 2 に も o r ,  
(14)

が存在する。

次に，夫と妻の選好指標行列め , 夂 （ん，1 = 1 ,2 , ……，6 ) とが対になり，これによって選好指

標 表 n k_i a ,  i= i ,  2, ……，6 ) が与えられた時の「雇用就業の選択行動I 」の 解 o r ,  < • ) と

「雇用就業の選択行動n 」の 解 （o»r, を，すべての選好指標表" 卜1 a ,  i = i , 2, ……，6)

について吟味すれば，選好指標表 /7*=ぺの各々における解と，夫婦家計の夫と妻の雇用機会の諾否
(15)

の組み合わせとの対応を付けることができる。

注 （1 3 ) 夫と妻は提示された雇用機会の受諾と拒否を繰り返し，ある場合には解にたどり着くが，ここで展 

開された説明は，彼らが実際に就職と退職を繰り返しながら解にたどり着くことを意味するものでは 

ない。ここでは，彼らが仮想的に雇用機会の受諾と拒否を繰り返すと考える。

( 1 4 ) 宮内（1991)を参照。

( 1 5 ) この点の詳細は宮内（1991)に報告されている。
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表 5-1 解に対応する夫と妻の雇用就業の組み合わせ（そ の 1)

就 業 の 選 択 行 動 I 就 業 の 選 択 行 動 n

妻非就業
夫就業 
妻非就業 I¥ 1 夫就業 

妻就業 妻非就業 妻非就業 ffl 夫就業 
妻就業

1-1

1-2 (5)

1-3

1-4

1-5

2-1

2-2

2-3 解なし

2-4 〇

2- 5 ④

3-1 (?)

3-2 解なし

3-3 〇 〇

3-4

3-5

4-1

4-2 〇

4-3

4-4 o
4-5

5-1

5-2

5-3

5-4

5-5

「雇用就業の選択行動I 」の 解 o r ，妃•）と 「雇用就業の選択行動n 」の 解 o r ，w ) につい 

ては，（w r ,出r ) が存在する場合にはこの解に対応する夫と妻の雇用就業の組み合わせが決定され， 

( c o r ,⑴：) が存在せずかつo r ,  が存在する場合にはo r ，<>* )がただ一つのみ存在する

場合に限り，夫と妻の雇用就業の組み合わせが決定される。雇用就業の組み合わせが決定されない 

場合は，「雇用就業の選択行動I 」 の解が存在しないか，複数個存在する場合に限られる。 この場 

合を含め，各々の選好指標表" 卜1 における「雇用就業の選択行動I 」の解，および「雇用就業の
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表 5 - 2 解に対応する夫と妻の雇用就業の組み合わせ（その 2)
しの表はtVhhh'〉̂w h w の場合に限Oo

就 業 の 選 択 行 動 I 就 業 の 選 択 行 動 n
冗

IS11 夫就業 
妻非就業

夫非就業
妻就業

夫就業 
妻就業 IS11 妻非就業 まf讓塞親1

6-1

6-2

6-3

6-4

6-5

表 5 - 3 解に対応する夫と妻の雇用就業の組み合わせ（その 3)
この表はivtJihくtvwh w の場合に限る。

TTft —7ri
就 業 の 選 択 行 動 I 就 業 の 選 択 行 動 n

II1S 妻非就業
夫非就業 
妻就業

夫就業 
妻就業 ill 妻非就業

夫非就業 
妻就業 111

1-6

2-6

3-6 (?)

4-6

5-6

選択行動n 」の解すべてに対応する雇用就業の組み合わせを，表の形式で◦ 印と®印とで示すこと 

にする。〇印で示された雇用就業の組み合わせは，解 « * ， に対応するが，家計の決めた雇 

用就業の組み合わせではなく，④印で示された雇用就業の組み合わせが，家計が決定した雇用就業 

の組み合わせである。

表 5-1〜5 - 3 の表側には，選好指標表n k~l Ck，1 = 1 , 2 ,……，6 ) の右上添字を示してある。-(ハ 

イフン）でつながれた一番目の数字は夫の選好指標行列n l の右上添字を示し，二番目の数字は 

選好指標行列4 の右上添字 / を示す。表 頭 の 「就業の選択行動I 」の下には解W ，O に対 

応する雇用就業の組み合わせを示し，「就業の選択行動n 」の下には，解 o r , ⑴r ) に対応する雇 

用就業の組み合わせを示した。

表 5-1〜5-3 より，夫婦家計の夫と妻の雇用就業の組み合わせが決定されないのは，全部で3 通 

りあり，それらは夫と妻の選好指標行列の対が， の場合である。選好指標 

行列の対がn l - 7 d ，n l - n l の場合には，「雇用就業の選択行動I 」の 解 （W ，W ) は存在せず， 

n l - n l の場合には解« * ， がニ個存在している。



3 夫婦家計の雇用労働供給確率のモデル

2 節において示された結果をふまえて，この節では夫婦家計の夫と妻の雇用機会の諾否の選択の 

確率を叙述するモデルを示す。

3 . 1 臨界保証所得

臨界保証所得を定義す夫の臨界保証所得は，時 間 当 た り 実 質 賃 金 率 指 定 労 働 時 間 ん  

を与件とした時，夫が雇用就業する時と就業しない時の各々の所得- 余暇の選好指標が，互いに等 

しくなるような保証所得の水準として定義される。即ち，夫の臨界保証所得 / ? は，夫の選好指標 

関数から得られる次の方程式

o)ha t ,  T \ r D = < o ha t + w hhh, T - h h\ n ' )  (14)

を / J について解いた解であると定義される。 n は方程式（1 4 )の解であるから， は Wh, hh 

および選好関数のパラメーターべクトルn の関数となり，

n = i K w h> nh\ r D  (15)

( 1 5 )式を，夫の臨界保証所得方程式と呼ぶ。

同様に，妻の臨界保証所得れ は，ww, h w を所与とした時，次の方程式

o^wOt, T \ r i ' ) = ( o w{I*+W whw, T— hw\rV) (16)

を I t について解いた解であると定義される。 乃 は 方 程 式 （16) をパについて解いた解である 

から，ね は ，ww, hw, n の関数となるのでこれを

i t = i X w w, h Art') (17)

と示す。（1 7 )式を妻の臨界保証所得方程式と呼ぶ。

夫の臨界保証所得の概念を図2 を用いて説明する。図 2 は夫に対しw h’ h u の組み合わせの雇用 

機会が示されている時，夫が行う雇用機会の諾否の選択を叙述する図である。夫の保証所得が線分 

の長さであるとすると，夫はこの雇用機会を受諾する。なぜなら就業しなければ夫は姓点に位 

置し，就業すれば5 点に位置し，5 点はA点を通る無差別曲線 <  よりも上にあるからである。次 

に，夫の保証所得が増加し，線分" ^ の長さになると夫は雇用機会を拒否する。なぜなら就業し 

なければ夫は五点に位置し，就業すればF 点に位置するが，五点を通る無差別曲線®f はF 点より 

上にあるからである。ところが，夫の保証所得 / ミが線分〒乙の長さになるとすると，この夫にと 

って雇用就業機会を受諾するか拒否するかは無差別になる。何故ならば，この時就業しなければ，

注 （1 6 ) 臨界保証所得の概念は小尾（1 9 6 9 a )における臨界核所得の概念に似ている。臨界核所得の概念は 

核所得の概念を用いて非核所得者の所得-余暇の選好関数の特性を示すために定義されるが，臨界保 

証所得は，保証所得の概念を用いて夫と妻の各々の所得-余暇の選好関数の特性を示すために定義さ 

れる。
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囡 2 夫の臨界保証所得と供給限界(-罾< 0 のケース)

夫はC点に位置し，就業すればD 点に位置するのだが，C点，の点はともに同一の無差別曲線4  

の上にあるからである。この時の夫の保証所得の水準が夫の臨界保証所得/;！̂である。即ち，臨界 

保証所得とは雇用就業と雇用非就業とが労働の供給主体にとって無差別となる様な保証所得の水準 

である。そしてこの水準は，時間当たり実質賃金率と指定労働時間の関数である。以上，夫の臨界 

保証所得について説明したが，妻の臨界保証所得についても類推的である。

3 . 2 供給限界
(17)

供給限界を定義する。夫の供給限界は，所与の夫の保証所得パ， 時間当たり実質賃金率W Kの 

もとで，夫の労働時間hh Oih は指定労働時間nh ではない。）についての方程式

<OnCll T l r O ^ ^ C I l  + Wuhn, T - h ^ n ' )  (18 )

の解として定義し，これを h i と表す。夫の供給限界於 は方程式（1 8 )の解であるので，h i は， 

夫の保証所得 I I , 時間当たり賃金率w n ,および選好関数のパラメ一ターべクトルr k の関数と 

なり，これを

ht = h t a i  wh\r D  (19 )

と示す。（1 9 )式を夫の供給限界方程式と呼ぶ。

妻の供給限界は，同様に所与のn ,  Wu,のもとで，妻の労働時間hw は指定労働時間hw では

注 （1 7 ) 本稿の供給限界の概念は，小尾（1983)における供給限界の概念と類似しているが，ここでは非核 

所得者の概念は登場せず，夫と妻の両方について定義される点が異なる。
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図 3 夫の臨界保証所得と供給限界 > 0 のケース)

ない。）についての方程式

(OyjQl, T  \ r i ')=cowi I l  +  Wwhw, T —hw\r l ' )  (20)

の解として定義し，これをは と表す。 妻の供給限界は は方程式（2 0 )の解であるので，匕 は 

i i ,  ww および r t の関数となり，これを

h i= h xM l ,  w ^ r t ' )  (21)

と示す。（2 1 )式を妻の供給限界方程式と呼ぶ。

夫の供給限界の概念を図2 を用いて説明することができる。点 L，K , ゾは点 H，D, G からAh 

軸へおろした垂線の足である。夫の保証所得n が線分m の長さである時， 夫は指定労働時間 

h n , 時間当たり実質賃金率の雇用就業機会を受諾する。今，れ= 7 ^ のままで，夫に対し提 

示された雇用就業機会の時間当たり実質賃金率の水準は変わらず，指定労働時間のみが変更さ 

れた時，夫は変更された指定労働時間が線分了Tの長さ未満であれば，この雇用就業機会を受諾し, 

それより長ければ，拒否する。夫の供給限界とは，夫にとって雇用就業と雇用非就業とが無差別に 

なる様な労働時間である。そして夫の供給限界h xh は，夫の保証所得打と賃金率の関数であ  

る。以上，夫の供給限界方程式について説明したが，妻の供給限界についても類推的である。

なお，夫の保証所得れが増加すると図2 に お い て は 供 給 限 界 は 減 少 く  0 ) し，他方，図 

3 に お い て は 逆 に 供 給 限 界 が 増 加 し て い る 。この相違は，夫の所得-余暇の無差別曲
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線の特性の違いによるものであるが，これは，臨界保証所得の水準と雇用機会の諾否の選択との関

係に決定的な違いをもたらす。この点について次に詳述する。

3 . 3 臨界保証所得の水準と雇用機会の諾否の選択

臨界保証所得の水準と雇用機会の諾否の選択との関係について述べる。先ず，夫の場合についてc 

夫の保証所得 1 1 のもとで，所与の指定労働時間hh、時間当たり実質賃金率W hの組み合わせの 

雇用機会に就業しない時の夫の選好指標を0< ，就業する時の夫の選好指標をとすると

^h—^h În, T \ rV)

Qih—̂ h{.Ih-srWhhh, T—hh\ri')

である。この時，夫の供給限界h L および臨界保証所得とについて

dhi \ 1^<1*  ^  < «
nh- < 0 の 時 |

n > n #  < > <  

n < n ^ < > <

n > i t  は  < «

となる。

次に妻の場合について，妻の保証所得n のもとで，所 与 の (ow の組み合わせの雇用機会 

に就業しない時の妻の選好指標を <  就業する時の妻の選好指標をめ とすると，

t  \rio)

(Uuj — (OhjC.Iw Wwhwt T 一hw \ rti")

d l l

^ hi - > o の時

(22)

(23)

である。この時，妻の供給限界K ，および臨界保証所得とについて

dhi

dhu
~dE

■ < oの時

- > 0 の時

I K I %  CO® <0>i 

I l > I I  ( o ly w i

I I  < 11  T t w^>coi 

I l > I t  ^  co^<Q>i

(24)

(25)

である<

以上の点を，夫の場合について図2 ，図 3 を用いて説明する。 図 2 に示した夫の無差別曲線は

の場合を示している。この図では夫の臨界保証所得打は，線分了^ の長さで表される。 

夫の保証所得n が夫の臨界保証所得I t に等しい時に限り，定義により供給限界紀は指定労働 

時 間 nh に等しくなる i n = r u ^ h i = k h\ さて，n が線分^ : の長さに等しくなると，れく打

であり，この時 dht
dll -く0 であるからh l >  h h となる。 定義によりhxh は 線 分 の 延 長 と 点 A

を通る無差別曲線 (<  との交点Gの線分 ' ^ までの距離であるのでh t > h h よりG点は必ず5 点

より下方に位置する，4 点とG点は同一無差別曲線上にあり，かつ5 点は線分 4̂ G 上にあるので無 

差別曲線の原点への凸性より，5 点における選好指標は4 点における選好指標よりも高い。即ち， 

次の関係が成立する。
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II  く I t  — < « (26)

次に，n が線分" の長さに等しくなるとh t < % h となるので同様にして好点は厂点より上方 

に位置し，丑点における選好指標は丑点における選好指標よりも高いと結論される。

n > n  -> < > <  ( 27)

関係式（26), ( 2 7 ) とこれらの対偶とにより関係式（2 2 )を得る。

次に，図 3 を用いて， の場合について，（2 3 )式が成立する事が示されるが，この点は 

図 2 を用いての（2 2 )式についての説明と類推的である。以上の考察から，時間当たり実質賃金率 

と指定労働時間とを与件とした時，保証所得と臨界保証所得との大小関係に選好指標行列が対応す 

ることがわかる。

3 . 4 選好関数のパラメタへの確率変数の導入

3 . 9 節では，妻および夫の選好関数のパラメ一ターのうち余暇の限界効用の切片のみが家計間で
(18)

散らばり，その他のパラメータ一は家計間で共通である，という仮説が導入される。この時の妻と 

夫の臨界保証所得の分布の導出について述べる。以下の議論では記述の煩雑さを避けるために，特 

に必要のない限り選好関数のパラメーターべクトルの添字 f は省略する。

夫と妻の選好関数のパラメーターべクトル

tr h =(jhl, Th2, .... ，U m )

tI~'w~ CTwlt Tw2> .......，Twin)

の各パラメーターのうちrM, Twiが各々夫と妻の余暇の限界効用の切片で，Ui, Twiが結合確率密 

度分布

/CTm , 7 w i \0  (28)

ただしCは結合確率密度分布/のパ ラ メ ー タ 一 べ ク ト ル  

に従うとすると，I t との結合確率密度分布は次のようにして導出される。夫と妻の臨界核所 

得方程式（15)，（1 7 )を各々 rru, T w iについて解いた式を，

rM=Thi{It, Wh, hhlTh) (29)

Twi一TwiQIto, Ww，h.vj\riu) (30)

とする。ただし F I  r w は各々 n4, r w iを除く， 家計間で共通な夫と妻の選好関数のパラメータ 

一から成るべクトル

rhC.Thi y Th2t Th3r Tfi5f • "，ThTTî

lrw(jfwl> 7 ui2> Tw3t T w 5> .... ，T w m )

である。

注 （1 8 ) 余暇の限界効用の切片のみが確率変数であるという仮説についての詳細な検討は小尾（1983)，宮 

内 （1991)を参照。
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( 2 8 )式 に （2 9 )式，（30) 式を代入すると

f  \ . T  m C . 1  h t  W h ，H h  I r  h ) ) X  W 4C . I  w ,  W w >  h w \ r  w )  I 

を得る。n ，n の結合確率密度分布は（3 i) 式に

(31)

drhi
— d l t  dl*

wi wi
. d l t  dl*

を掛けたものであるが， であるので

T ^Tm  3 ん 4_

J — d l t  d l t

となる。ヤコビアンゾを（3 i ) 式に掛けて n ，1 1 の結合確率密度分布g c n ，れ）を得る。

g i i t  n ^ f i r M U t ,  w h, hh\rn ) ,  r w i i i t ,  w w, nw\ r w\Q -  ( 32)

夫と妻の各々の臨界保証所得の確率密度分布ghu t ) ，g M l ' ) は （3 2 )式の周辺分布である。I t ,  

I I の結合確率密度分布g(J t ,  I f ) の形は，wh, hh, w w, h- „ 夫と妻の選好関数の家計間で共通な 

パ ラ メ ー タ - ベ ク ト ル 厂如 F w tおよび Tm, 7wiの結合確率密度分布，のパラメーターべクトルC 

によって定まることを，（3 2 )式は示す。

3 .5  の符号と観測される雇用就業確率

非就業所得（実質）ムが各家計においてすベて等しい夫婦家計の集合から，夫が雇用就業してい
(19)

る家計を選び，これらの家計をA型家計と呼ぶ。 これらA型家計を夫の（実質の）雇用所得階層別

に分けて家計のグループを作り，夫の雇用所得の少ない順に第1 グループ，第 2 グループ， ，

第iVグループとする。第 ；グループの家計の夫の実質雇用所得をガ（ノ= 1，2 , ……，A O とすると， 

非就業所得ムが各家計においてすベて等しいから，夫の雇用所得の等しい第i グループに属する 

家計の妻の保証所得n j は n / = i A+ n u = i ，2, ……，T v )である。

a 型家計の夫の第y 雇用所得階層のグループに属する妻の雇用就業確率の理論値灸は妻の臨界 

保証所得の確率密度分布 (ね）を用いて示すことができる。第 j グループの夫の雇用所得はH  

であるから，

の場合，関係式 C24) よりvj yj

n j = [  gwa * ~ )d n  (33)
J C  =  I a + I {

この時，- | ^ - = - ^ C / ° ) < 0  (34)

注 (19) 小尾 (1969 a, pp. 13-19)。
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柴 > 0 の場合，関係式（25) より01 W
h A + r i

となる。
f20)

ダグラス- 有沢の法則によれば，夫の所得と妻の有業率は逆相関であるので（36) 式に示される 

理論的帰結は観測事実と整合的ではない。よって妻の選好関数のパラメータ一の領域の理論的制約
Qljx (21)

を次に得る。妻の供給限界について~ ^ - < o である。

3.6 4 ^ - ,  4 ^ 1 -の符号と選好指標行列との整合性

3. 5節で， く 0 が妻の選好関数のパ ラ メ ー タ 一 の領域の理論的制約として採択された。表 3 

において示された妻の選好指標行列のうち，妻の選好指標行列：̂と対応する妻の無差別曲線群の 

み が の 条 件 と 整 合 的 で な い 。

妻の選好指標行列？̂ と対応する妻の無差別曲線群を図4 に示し，この点について説明する。図 

4 における 1し は夫が雇用就業しない場合の妻の保証所得であるかられ。三ム。図 4 の fS n は夫 

が雇用就業した場合の妻の保証所得であるのでIレ三I a + w A ^ である。~ |， < 0 の条件を満足 

する無差別曲線群において，所与の w w と に 対 し 妻 の 選 好 指 標 行 列 が C であるとした時， 

妻の保証所得K 。， と妻の臨界保証所得との大小関係を吟味し，妻の臨界保証所得の存在

o' 4°0

図 4 妻の選好指標行列4 に対応する無差別曲線群

注 ( 2 0 ) 迁村，佐々木，中村（1959，pp.45-48)o 
( 2 1 ) 詳細な議論は小尾（1983，pp. 1 7 -2 2 )を参照。
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する領域を調べる。図 4 のな' 点における妻の選好指標をo C ,同様にが点，ど点，ゴ点における 

選好指標を< ，K ，，< とすると

f Ct)w =  CDw 
n = n 0 の 時 j

( COw == 0)w 

Oiw — 0)%

であるので，（2 4 )式によれば， くQ の条件を満たす無差別曲線においては

1 . i K l i o  < I i i  ^  か つ  a C X

であるが図4 では，w i'くw%'であるので l t d ではない。

2 . れ 0く/ ま く (1)1'<0)1' かつ O i '

であるが図4 では，O i ' ，(OcJ<Q>dJ で あ る の で くれくJ S n ではないぶ

3. n o < K i < n  ^  c o z ' « r かつ

であるが図4 では，O bw，であるので7レく/ 2 ではない。

以 上 1 .，2 .，3 . よ り く 0 の条件を満たす妻の無差別曲線群において，妻の選好指標行列 

が 4 であると仮定すると，妻の臨界保証所得 / 2 は存在しないことになってしまう。このことか 

ら，妻の選好指標行列4 は ^ - く0 の条件と整合的でないことがわかる。従って妻の選好指標 

行 列 4 は本稿の以後の考察の対象外とする。

この時，選 好 指 標 行 列 が 夫 は パ で 妻 が 即 ち 選 好 指 標 表 773_2 の下では，「雇用就業の選択 

行動 I 」の 解 o r ，c o n が存在せず，従って夫と妻の雇用就業の組み合わせが決定されなかった 

が，この不決定のケースを考察の対象から除外することができる。

以上，妻について考察したが，夫についても - ^ - < 0 の条件を満たす夫の無差別曲線群におい 

て，所与の Wh，h n に対し夫の選好指標行列がW となる様な夫の臨界保証所得I t は存在しない0 

即ち，夫の選好指標行列n t は の 条 件 と 整 合 的 で な い 。

妻の供給限界h : に関する - | ^ < 0 の条件は観測により妻の選好関数のパラメ一ターについて 

の制約条件として要請されたが，ここで仮説として夫の供給限界h t に つ い て も く 0 である 

とすると夫の選好指標行列d はこの条件と整合的でなく，その結果「雇用就業の選択行動I 」の 

解 o r , 屺 * ) が存在せず，夫と妻の雇用就業の組み合わせが決定されない選好指標表がn 2-3 の 

場合を考察の対象から除外することができる。即ち，観 測 に よ り 要 請 さ れ る 条 件 く o および 

仮説として設定された^ ~ < 0 の二つの条件を組み合わせることによって，「雇用就業の選択行 

動 I 」の解が存在しない為に夫と妻の雇用就業の組み合わせが決定されないケースをすべて考察か 

ら排除することができる。ただし， この場合でも，解 o r , 叫！;）が複数個存在するために雇用就 

業の組み合わせが決定されないケースはいまだ~ ^ く0 の条件と整合する点に注意せねばならな 

い。そこで分析の第一段階として，次の仮説を設定する。
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3 . 7 選好指標行列と臨界保証所得の領域との対応

表 3 において示された夫と妻の選好指標行列のうち，冗“ を除くすべての夫と妻の選好指標行 

列と臨界保証所得の領域との対応を考察する。

の条件の下で，所与のム，wh. hh に対し，夫の選好指標行列がn l である時，夫の臨 

界保証所得n  =  l K w h, h u l T n )の存在する領域を考察する。夫の選好指標行列ttI と対応する夫 

の無差別曲線群を図5 に示す。図 5 におけるム°。は妻が就業しない場合の夫の保証所得であるから， 

= ムであり， / しは妻が就業した場合の夫の保証所得であるので， / し= ム十^^ん̂ である。

図 5 の点，a, b, c, d における選好指標を各々<  col, a>l, w t とすると

であるので関係式（2 2 ) によれば， の条件を満たす無差別曲線群においては 

V. ^  < > <  かつ < > <

であるが図5 では， か つ で あ る の で I t < I h ではない。

2\ n 0< n < n x  ^  < «  か つ 出1><<

であるが図5 では，w l < M であるので I U < I t < 打1 ではない。

3'. i u < n , < n  ^  < «  か つ (oiく<

であり図5 ではこの選好順位と一致している。

0 功 ） 姑

囡 5 夫の選好指標行列TCkに対応する無差別曲線群
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表 6-1 夫の選好指標行列と夫の臨界保証所得の領域との対応

夫の選好指標行列 
7 r g の ん の 値

夫の臨界保証所得n の領域

1 i U <  iK w hf kh\ r h)

3 I Uく lK w hr hh\r O  <I°M

4 /公2 く hh\rh) くパ。

5 石 hi 厂 h) く/公 2

6 パ1 く Ih(j4)h, hh\Th)

ただしパ0 = ね，Ih \ = l A + U > w h w  

I ° m については（38) 式を参照。

表 6 - 2 妻の選好指標行列と夫の臨界保証所得の領域との対応

妻の選好指標行列 

の 1の値

妻の臨界保証所得I I の領域

1 1 w i  く IwĈ tUy), h U} 1 J1 yy)

3 n Q< i%{wW) hw\ r w  ̂ くiSn

4 i u <  n ( w w, hw\ r w) < i u

5 IwQtVyjt hy)\r く/ さ2

6 J w i く I V)，hyj\r y j )

ただし“。=ゾん Iw i= lA Jru}hh h 
I U については（4 0 )式を参照。

以上，1，.，2'., 3 \ より，- ^ - < 0 の条件の下で，所 与 の /7ftに対し夫の選好指標行列がW 

である場合，夫の臨界保証所得 i t = i K w h，F u i r D の存在する領域は / ム<パであることがわ 

かる。

残 り の 夫 の選好指標行列 < ,  < ,  K および妻の選好指標行列<  <  <  <  ^についても 

上 の 1'.，2，.，3 ' .と同様の推論を行い，夫および妻の臨界保証所得の領域について表6-1，表 6-2 

の結果を得る。

表 6 - 1 のなかで夫の選好指標行列がW である時の臨界保証所得の領域については説明を要す 

る。この場合の夫の無差別曲線群を図6 に示す。夫に提示されたwh, hh の組み合わせの雇用機会 

は図6 の線分みまたは線分 3 によって示される。ここでa 点とd 点を結ぶ補助線を引くと線分 

a d の垂線に対する角度Qは

, - Whh h "t- Wwhwtan d = -------- =---------
hh

によって与えられる。今，仮に夫に対し指定労働時間は/ K のままで賃金率が

XX/ Whh h~̂ ~Wwhw
Wh = -------- f ---------hn
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h

し H

o a°o n ,

図 6 夫の選好指標行列的に対応する無差別曲線群

である雇用機会が提示されたとすると，妻が就業しない時，この雇用機会は線分▽によって示さ 

れる。この雇用機会について（2 2 )式を用い，こ の 時 の 夫 の 臨 界 保 証 所 得 パ 石/J尸J の 

領域を求めると，

l K W h, hfl\ r h~)<n0 (37)

である。即ち夫には Wh, h h の雇用機会か提不された時，夫の選好指標行列が冗之である様な夫は， 

仮に指定労働時間は変わらず賃金率がw h( = 如▲ 4 奶4 見)という良い条件の雇用機会でさえも
、 hh

拒否し雇用就業しないことを（3 7 )式は示している。（3 7 )を満足する，その様な夫に対し時間当た 

り実質賃金率w h CWh ではない)，指定労働時間んが提示された時，夫の選好指標行列が心とな 

る夫の臨界保証所得の領域を，（3 7 )式を用いて求めることができる。

夫の選好関数のパラメーターべクトル7 \= (r /u , U 2 , ……，r /m )において7^4が家計間で散ら

ばる確率変数である時，方程式

i K w h, ん |厂れ)= /%

を U 4 について解き，

yhi= TM^lh o ,  Wh, hh I r h )

これを夫の臨界保証所得方程式（1 5 )の i \ の要素 m に代入し rM を消去した値を乃2 とする 

と次式を得る。

Ih2= I* \.Wh, hh I CThIt Th2, Th.3> TfiiCln, o, Whi hh\rJi), .......，rAm)]

=  /ft2(/fto, Wh，hh, ww, hwIr u )  (38)

夫の選好指標行列が4 である時の夫の臨界保証所得の領域は（38) 式を用い

l K w h, U  厂0 < / ft°2 (39)

となる。

表 6 - 2 においても妻の選好指標行列が4 の時には，（38) 式の導出と同様にして
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nl ---------- \ 厂 ぺ 飞 厂 I----------- 4 ，丌！-

沿  C  A °1 K

図 7 夫の選好指標行列と臨界保証所得 I t の領域との対応

-T[l

: y
-7T»- ■K-

\ r
7T®-

Hi 4°o /,°1
I：

図 8 妻の選好指標行列と臨界保証所得/ $ の領域との対応

Iw2 lull C.-I Ul 0 y Why jthi IVn'i hw I r  iv̂  (40)

を得，（40) 式のの値を用いて妻の臨界保証所得の領域

n c w w, (41)

を得る。

表 6-1，表 6 - 2 の結果および（3 9 )式，（4 1 )式を用いて，臨界保証所得の領域と雇用就業の選
(22)

択順位の対応がつき，これらの対応を図7 ，図 8 に示す。

3 . 8 臨界保証所得の頜域と夫と妻の雇用就業の選択

第 3 .7 節においては，夫と妻の選好指標行列の各々に対応する夫と妻の臨界保証所得の領域が与 

えられた。この結果を用いて，（3 2 )式によって与えられる夫と妻の臨界保証所得パ，れの結合分 

布における（/?，ね）の領域と，第 2 節で明らかにされた，夫婦家計で決定される夫と妻の雇用就 

業の組み合わせとを対応付けすることができる。

図 7 と図8 において示された臨界保証所得の数直線を互いに直交させ， n とだの座標平面を 

作ることができる。図 9 はこの座標平面を示し，横軸は /? ，縦軸はれを表す。図 9 に示す様に， 

a t  / 2 ) 座標平面は，打 軸上の I l u  I l 0> I U を通り I t 軸に垂直な直線 it, j j ,  k k お よ び 軸  

上 の I I ，1%，IS,2 を通りね軸に垂直な直線U，mm, n n によって仕切られた領域に分割される。

Qlt, I t ' )座標平面上の任意の一点は，表 3 に示した夫と妻の選好指標行列の組み合わせのいず 

れかに対応している。図 9 には，直 線 ii, jj,  kk, II，mm, n n によって仕切られた各領域に対応す 

る夫と妻の選好指標行列の番号の組み合わせを示す。例えば（1-3) は夫と妻の選好指標行列の組み 

合わせが（W—4 ) であることを示し，これは同時に選好指標表が/7レ3 であることを示している。

図 1 0 は図9 と表 5-1〜5 - 3 をもとに（/?，/2 )平面の領域を分割しそれに対応する夫と妻の雇

注 （22) - | ^ < 0 —/ミ2< 对0 および， —ぬ2< ぬ0 であることがn  n 0 および尨2, ぬ。の大 

少関係について示されるが，この点についての詳細な検討は宮内（1991)を参照。
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図 9 夫と妻の選好指標行列の組み合わせと⑴ , /S ) の領域との対応

用就業の組み合わせを示した図である。 ？印で示した領域は，夫と妻の選好指標行列の組み合わせ 

( 4 一;4 ) に対応し，「雇用就業の選択行動I 」の解がニつあるために夫と妻の雇用就業の組み合わ 

せが決定されない領域であることを示す。

図10に示された（n ，1 % )平面の各々の領域において（3 2 )式 の " と れ の結合確率密度関数 

g U t  I I ) を積分することにより，夫も妻も雇用就業する夫婦家計の割合，夫のみ雇用就業する夫 

婦家計の割合，妻のみ雇用就業する夫婦家計の割合，夫も妻も雇用就業しない家計の割合の各々の 

理論値が計算できる。

3.9 2 次関数の選好指標関数

この節では選好関数を仮説として2 次関数に特定し，併せて臨界保証所得方程式を示す。

仮 説 5 『『夫の所得-余暇の選好関数は

Tm X z-\-fh2X JrThiXAh-srT M A h ^ T h % A l  (42)

た だ し “ 4三？̂ 4 + W  Uh
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i:

図 i o 夫と妻の雇用機会の諾否の選択とcn ,  / s ) の領域との対応

r M は，夫の余暇の限界効用の切片で家計間で散らばる確率変数である。

T h U  T h 2 ,  T h 3 ,  T h i ,  7  h i ,  T h 5 は家計間で共通の選好関数のパラ メ 一 タ ー で 丫 f i l三一 

マ ラ イ ズする。uh は確率変数で

logeUh〜N 、nih，oV)

と対数正規分布に従うとする。』 

u l は標準正規分布に従う確率変数とすると（4 3 )式より，\ogellnを標準化し，

---------------------------« f t = e x p ( m f t ) - e x p (び  a . m * )

U hは対数正規分布であるので， tT!h =  である。従って

z^=expi — パ) •exp(<3VM=)

夫の臨界保証所得方程式は，（4 2 )式，（44) 式より

n  =  H h0+ H h,-expCah-u D

1 とノー

(43)

(44)

(45)
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ただし

r l  4 — Th2Wh — r h 3 i U h ( . T  — h t d + T h s ^ T  — ~ ^ h h ) — ~ ^ T h i w l h h
H  o =

了 h\Wh — 丫 h3

仮 説 5' 『妻の選好指標関数は

ẑu =  —2~'TwlX2-^T'U}2X ~\~Tw3XAw~hTwAAw~\7T~TwsAw (46)

十‘たし 7*wA Tw 4 +  yw4 • tvw

U A は，妻の余暇の限界効用の切片で家計間で散らばる確率変数である。 ’

Y w l ,  T w 2 y  T w 3> 7 w 4 y  T w 4 f  T  W 5 は 家 計 間 で 共 通 の 選 好 関 数 の パ ラ メ ー タ ー で 三 一 1 と ノ 一  

マ ラ イ ズ す る 。 u w は 確 率 変 数 で

l o g " びw) (47)

と対数正規分布に従うとする0』

u t は標準正規分布に従う確率変数とすると夫の場合と同様にして，妻の臨界保証所得方程式

I t = H wo + m .  exp ( 〜 • wS) (48)

を得る。ただし

T w   ̂— T w 2 t V w ' ~ ~ T w Z t V w Q  T  一 h w )  ~t~ T iw5( T  ~ ^ h w  I cT Y w \ W w h y )

H  o= ---------------------------
T w l t V w  一 T w 3

见 三 ん 二 ユ ^ 3 . e X P ( _ + び り

u l と Mミは共に標準正規分布に従い，u t と Mまの相関係数がP であるなら，W と M の結合 

分布は相関係数 |0をパラメーターとする2 次元標準正規分布となる。

3 . 1 0 理論制約

夫と妻の所得-余暇の選好関数のパラメーターについての理論制約についての考察は小尾（1983)， 

宮 内 （1991)に詳しいので，ここでは理論制約を列挙するにとどめる。

選好関数のパ ラ メ ー タ ー に つ い て の 制約

1 _ ^ L < 0  -M L < 0
L  dlt ， d n

2 J ^ > 0  - ^ - > 0
ム d x  ， d x
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3. 各  > 0， | > 0oAh oAw

4 . 無差別曲線が原点に対して凸である。

5 . 夫の保証所得の観測値の最大値をパmaxとすると， かつ妻の保証所得の観測値 

の最大値をn maxとすると，i n > n maxである。

6. m  く0, m < o

U h と u w の 結合確率密度分布関数のパ ラ メ ー タ ー に つ い て の 制約

1 . の !> 0

2 . ぴ抝> 0

3 . 相関係数について丨|0 |<1  

以上である。

4 構造パ ラ メ ー タ ー の 推定

家計間で共通な夫と妻の選好関数のパラメ一ター，および確率変数uh，uw の結合密度分布関数
(23)

の パ ラ メ 一 タ ー の 推定をする。

これらのパラメ一ターの推定方法は，夫婦家計の雇用機会の諾否の確率の観測値と理論値との， 

不一致度の指標と考えられる目的関数を定義し，この目的関数を極小にするパラメーターを探索し 

た。パラメ一ターの探索は3 .10節の理論制約をチヱックしながら，理論制約が充足されるパラメ一 

ターの領域においておこなった。

夫婦家計の夫と妻の雇用就業確率の観測値は就業構造基本統計調査報告（昭和46年，49年，52年， 

54年，57年）によった。 賃金および労働時間は賃金センサスによった。また夫婦家計の非就業所得 

の適切な資料は得られなかったので，第一次接近としてこれをゼロとした。

構 造 パ ラ メ ー タ 一 の 推定結果は以 下 の 通 り で あ る 。

U2 =6540. 59 7 2̂ =1150. 25

Th3 =  520. 02 Tw3 =  —21.36

Tm =816058. 3 Twi =269220. 5

Thb —32724.1 tw5 =  —962. 0

rL =79727. 4 r h  =26956.1

ぴft =  2. 534 ぴio = 1.0474

P =0. 602

構造パ ラ メ 一 タ ー の 推定は，各年の夫と妻の年齢階層別に行われたが，こ こ で は 各年につ い て 夫  

と妻の年齢階層別の雇用就業確率の理論値と観測値を集計し，比較を行った結果を図11に掲げる。

注 （23) 構造パ ラ メ ー タ ー の 推定および結果についての詳細は宮内（1 9 9 1 ) を参照0
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( iv )夫 と 妻 が 共 に （ii)夫のみ雇用 就業 す る確 率 ⑴夫 も 妻も 雇 用就 業 しな い 確牢

雇用就業する確率

昭和46年
観測値

理論値

昭和49年
観測値

理論値

昭和52年
観測値

理論値

昭和54年
観測値

理論値

昭和57年
観測値

理論値

(iv)
27 .2%

3 2.1%

( i i i )妻のみ雇用就業する確牢 1 .3 %

(ii)
5 7 .9 %

6 1 .1 %

16.3% 6 8.3% 1 4.1%

\  " X
18.3% 73.0% 8.7 %

0 . 1 %
( i i i ) 1 .6%

(iv)
1 8 . 6 %

(ii)
6 5 . 1 %

( i )
1 4 . 7 %

\  ^  _
2 8 . 2 % 6 4 . 4 % 7 . 2 %

'  I

0 .2% 

(iii) 2 .1%

(iv)
2 0 .8 %

(ii)
62 .3 %

(i)
1 4 .8 %

29.1% 63 .8 % 6 .9 %
|

0 .2% 

( i i i) 2 .0 %

(iv)
2 3 .3 %

(ii)
6 1 .1 %

(i)
13 .5%

32.6% 6 0 .5 % 6 .7 %
1

0 .3 %

(iii) 2 .4 %

(i)
1 2 .5%

6 .6%

0 .2%

m i i 夫婦象計の雇用就業についての選択の確率の観測値と理論値

図の各年の上段は観測値，下段が理論値を示す。

5 結 論

観測値が示す様に，夫婦家計の夫と妻の雇用就業の選択の確率の観測値にはかなりの差異が 

見られる。ここで示したモデルは，夫婦とも雇用就業している場合，夫もしくは妻のみが雇 

用就業する場合，いずれも雇用就業しない場合について，その確率の水準の差異を良く説明



している。

2 . 夫婦家計の雇用就業の選択について，各年とも夫婦の年齢階層を集計した観測値と理論値と 

の間に系統的なバイアスは有るものの，観測された就業確率の時系列的変化の傾向を十分に 

説明する理論模型を提示することができた。

3 . 夫と妻の選好指標行列の組み合わせが（心一4 ) となって，夫婦家計の雇用就業の選択が不 

定となる確率の理論値は各年，各年齢階層で0.001未満であった。

4 . 夫婦の年齢階層別の就業確率の観測値と理論値との乖離には毎年似た傾向が見られ，夫婦の 

年齢階層別の就業確率の差異の説明は，この段階では必ずしも充分になされていない。これ 

は今後のひとつの課題である。
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